
産業廃棄物処理の状況
（ 、 ）数字は 平成12年度実績

最 終 処 分

排出事業者 4,500万ｔ

(11%)
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許可施設数
2,712

許可施設数

17,381

収集運搬業者

許可件数

178,549

処分業者

許可件数

8,118(中間処理のみ)

処分業者

許可件数

805(最終処分のみ)

（内訳）
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その他
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産業廃棄物排出量の推移
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５年度 ６年度 ７年度 ８年度 (８年度) ９年度 10年度 11年度 12年度平成

種類別排出量（平成１２年度）

汚　泥
47%

がれき類
14%

その他の産
業廃棄物
10%

動物の
ふん尿
22%

鉱さい
4%

ばいじん
3%

計
406,037 千ｔ

最終処分量の排出時の種類別内訳
（平成１２年度）

汚　泥
38%

がれき類
22%

ばいじん
9%

鉱さい
8%

その他の
産業廃棄物
17%

ガラスくず
及び陶磁
器くず
6%

計
44,868 千ｔ

*1 ダイオキシン対策基本方針（ダイオキシン対策関係閣僚会議決定）に基づき、
　政府が平成２２年度を目標年度として設定した「廃棄物の減量化の目標量」
　（平成11年9月28日政府決定）における平成８年度の排出量を示す。
*2　平成９年度以降の排出量は*1と同様の算出条件を用いて算出している。



焼却施設の新規許可件数
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不法投棄件数及び投棄量の推移

注）1  投棄件数及び投棄量は、都道府県及び保健所設置市が把握した産業廃棄物の不法投棄のうち、1件当りの投棄量が
 10ｔ以上の事案を集計対象とした。
 (ただし特別管理産業廃棄物を含む事案については、投棄量10ｔ未満をを含め全ての事案を集計対象とした。）

2  平成５～７年度の状況は平成８年度調査。平成８～10年度の状況は平成11年４月調査。
 平成11年度の状況は平成12年6月調査。平成12年度の状況は平成13年8月調査。平成13年度の状況は平成14年6月調査。
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